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添付資料A 概要調査地区の候補の区域ごとの特徴 1 

 2 

○ 区域の設定と特徴の整理方法 3 

概要調査地区の候補（図 5.2-1）を図 A-1 のように 4 つの区域に分け，設定した区域ごとに以下4 

の観点から特徴を整理した。区域分けと区域ごとの情報量については次項「概要調査地区の候補の5 

区域分けと区域ごとの情報量」で説明する。 6 

① 避ける場所の基準に該当する可能性の観点から概要調査に向けて留意すべきと考えられる7 

事項の主な例（以下，避ける場所の主な留意事項） 8 

② 避ける場所の基準に該当する可能性の観点から概要調査に向けて留意すべきと考えられる9 

事項のうち上記①以外（以下，その他の事項） 10 

③ 将来 10万年後程度の侵食量（以下，侵食量） 11 

④ 技術的観点からの検討において抽出した主な検討対象地層（以下，主な検討対象地層） 12 

⑤ 技術的観点からの検討のうち地質環境特性に関する留意事項（以下，地質環境特性に関する13 

留意事項） 14 

⑥ 経済社会的観点からの検討の土地の利用制限の状況（以下，土地の利用制限） 15 

 16 

図 A-1 概要調査地区内の区域の設定 17 
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○ 概要調査地区の候補の区域分けと区域ごとの情報量 1 

図 A-1に示すように，概要調査地区の候補は比較的狭い範囲である陸域と南北に長い海域から構2 

成される。海域については，主な留意事項の「未固結堆積物」と後述するその他の事項の「中田（2015）3 

らの海域活断層」の影響の違いから，北部，中央部および南部に分けることができると考えられる。4 

したがって，以下の 4つの区域を設定する。 5 

 陸域，海域北部，海域中央部，海域南部 6 

海域は陸域と比べると以下の様に全体として情報が少ないため，概要調査地区の候補を海域と陸7 

域に区分することは妥当だと考える。 8 

基礎となる地質情報（「地形，地質・地質構造」，「第四紀の未固結堆積物」では主な情報となる）9 

をこの 4 つの区域ごとに整理する（表 A-1）と，いずれの区域にも情報がある。海域については上10 

述のように海岸線近傍に空白部分があるものの比較的多くの音波探査測線がいずれの区域にも確認11 

できる。基礎となるものは他に地形データ（「隆起・侵食」の主な情報となる）があり，以下のデー12 

タは全区域をカバーしている。 13 

 陸域：国土地理院数値標高データ 14 

 海域：日本水路協会M7000シリーズ 15 

このほかに，「地震・活断層」では活断層データベース（産業技術総合研究所ホームページ），新16 

編日本の活断層（活断層研究会編，1991），地すべり地形 GIS データ（防災科学技術研究所ホーム17 

ページ），「噴火」では日本の火山（第 3版）（中野ほか，2013），第四紀火山（産業技術総合研究所18 

ホームページ），「隆起・侵食」では日本の海成段丘アトラス（小池・町田編，2001），「鉱物資源」19 

では鉱業原簿・鉱区図（北海道経済産業局），日本油田・ガス田分布図第 2版（矢崎，1976），日本20 

炭田図第 2版（徳永ほか，1973），国内の鉱床・鉱徴地に関する位置データ集（第２版）（内藤，2017），21 

「地熱資源」では全国地熱ポテンシャルマップ（村岡ほか，2009）などを用いており，陸域の全区22 

域をカバーしている。海域は新編日本の活断層，日本油田・ガス田分布図第 2版などがカバーして23 

いる。これに加えて個別論文などの情報を抽出している。 24 

また後述の様に，区域ごとの特徴を整理した①～⑥の観点のうち，⑥の観点を除くいずれの観点25 

においても情報量や詳細度の違いはあるものの区域ごとに記載できており，この規模の区域単位で26 

はどの区域も評価に必要な情報はあったと考えられる。 27 

 28 

 29 

 30 

 31 

 32 

 33 

 34 

 35 

 36 
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表 A-1 地質の情報 1 

各事項の後の括弧は区域の一部に限られる場合のおおよその範囲を示す。括弧がない場合は概ね区域全域であ2 

ることを示す。海域は地質図のほかに北海道電力（2015，2016，2017）の音波探査測線名（説明書「地形，3 

地質・地質構造」の図 4.4-1 神恵内村周辺海域海底地質図より）も示す。 4 

 海域 陸域 

北部 

＜海域北部＞北海道電力（2015，2016，
2017）東西の北部：KEM9 

北東-南西：j’，i， 北西-南東：1， 

岡村・佐藤（2023）（沖側）  

 

中央部 
＜海域中央部＞北海道電力（2015，2016，
2017）北東-南西：h’，g，f’ 北西-南東：1 

岡村・佐藤（2023）（沖側） 

南部 
＜海域南部＞北海道電力（2015，2016，2017） 
北東-南西：e 北西-南東：1 

岡村・佐藤（2023）（沖側） 

＜陸域＞通商産業省資源エネルギー庁（1985）昭和 59

年度 広域調査報告書 積丹地域， 

5万分の 1地質図幅「神恵内」 

 5 

○ 避ける場所の主な留意事項 6 

「5.2概要調査地区の候補」の図 5.2-1には避ける場所の主な留意事項の位置を示しているが，そ7 

れが概要調査地区の候補に与える影響はその位置だけにとどまらず，例えば「噴火」の基準（イ）8 

についての事項であればそこから 15 km以内の範囲となる。このような事項の影響を図A-1で設定9 

した各区域に，影響範囲が広い「噴火」とそれ以外に分けて記載した。主な留意事項の影響が比較10 

的少ないのは「海域北部」および「海域中央部」である。「噴火」の影響を除いた場合は，「海域北11 

部」，「海域中央部」および「陸域」である。 12 

表 A-2 避ける場所の主な留意事項の各区域への影響（噴火） 13 

各事項の後の括弧は影響が区域の一部に限られる場合のおおよその範囲を示す。括弧がない場合は概ね区域全14 

域への影響があることを示す。 15 

 海域 陸域 

北部 ＜海域北部＞珊内川中流の岩脈  

中央部 ＜海域中央部＞珊内川中流の岩脈 

南部 ＜海域南部＞珊内川中流の岩脈，熊追山（東） ＜陸域＞珊内川中流の岩脈，熊追山 

表 A-3 避ける場所の主な留意事項の各区域への影響（噴火以外） 16 

各事項の後の括弧は影響が区域の一部に限られる場合のおおよその範囲を示す。 17 

 海域 陸域 

北部 ＜海域北部＞  

中央部 ＜海域中央部＞ 

南部 ＜海域南部＞未固結堆積物（西端） ＜陸域＞ 

 18 

○ その他の事項 19 

項目ごとに，避ける場所の主な留意事項とその他の事項の位置付けを説明し，その他の事項の主20 
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な例を表A-4に示す。基準への該当性が明らかではないため，文献調査地区に及ぼす影響ではなく1 

その事項の位置を示している。そのため，「噴火」の基準（イ）に該当し 15 km 以内の影響範囲が2 

概要調査地区の候補の範囲に及ぶ事項は文献調査対象地区外の区域も設けて記載している。 3 

 「地震・活断層」には主な留意事項（表A-3）はない。その他の事項のうち，基準に「該当する4 

ことが明らかまたは可能性が高いとはいえない」として評価され，文献調査対象地区の地下に5 

影響を及ぼすと考えられる個別の断層（説明書「地震・活断層」の 5.1）の主な例を示した。 6 

 「噴火」では，文献調査対象地区がその影響範囲に含まれる可能性から，基準（イ）について，7 

「熊追山」および「珊内川中流に分布する岩脈」を主な留意事項としている（4.2.2(2)）。その8 

他の事項のうち，基準（イ）の観点から文献調査対象地区に影響を及ぼすと考えられる，活動9 

時期が明らかでない火山岩体，岩脈など（説明書「噴火」の 4.2.2および 4.2.3 (2)）の主な例を10 

示した。 11 

表 A-4 その他の事項の主な例の位置 12 

基準への該当性が明らかではないため，文献調査地区に及ぼす影響ではなくその事項の位置を示している。「噴13 

火」の事項は影響範囲が広い場合があるので，概要調査以外の候補ではない文献調査対象地区や文献調査対象14 

地区外についても記載している。 15 

 外 海域 陸域 外 

外   火成岩類  

北部  
＜海域北部＞中田（2015）
らの海域活断層 

  

中央部 
火成岩類 ＜海域中央部＞ 火成岩類，貫入岩・岩脈 湯内岳・天狗岳・稲倉石山，

岩脈 

南部  ＜海域南部＞ ＜陸域＞  

外   貫入岩・岩脈 貫入岩 

 16 

○ 侵食量 17 

避ける場所の基準のうち「侵食」については，基準に該当する可能性は小さいため，基準（イ）18 

の将来 10万年後程度の最大侵食量（説明書「隆起・侵食」の 6.2）を区域ごとに示す。いずれも沿19 

岸陸域の海成段丘など同じ知見から求めているため大きな違いはない。 20 

表 A-5 将来 10万年後程度の最大侵食量 21 

過去 10万年程度の最大侵食量をそのまま将来 10万年後に想定される最大侵食量とみなしている。各事項の後22 

の括弧は区域の一部に限られる場合のおおよその範囲を示す。括弧がない場合は概ね区域全域であることを示23 

す。 24 

 海域 陸域 

北部 

＜海域北部・中央部・南部＞ 
約 8～26 m 

 

中央部 

南部 
＜陸域＞約 8～26 m 

約 108～126 mを超えない（古宇川付近） 

 25 
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○ 主な検討対象地層 1 

説明書「地質環境特性」の 3.3，7.1においては，地層処分の対象深度となる地下 300 m以深にお2 

いて想定する地下施設の規模を踏まえ，数 km2程度以上の広がりをもって分布すると考えられる地3 

層・岩体を主な検討対象として抽出している（表 A-6）。「海域北部・中央部」の先新第三系基盤岩4 

類と「海域南部」・「陸域」の新第三紀中新世の地層の 2つに大きく分かれる。 5 

表 A-6 各区域の主な検討対象地層 6 

岩種区分を太字で，地層・岩体名を細字で示している。 7 

 海域 陸域 

北部 ＜海域北部・中央部＞ 
先新第三系基盤岩類
（Ⅶ層） 

 

中央部 

南部 
＜海域南部＞新第三紀
中新世堆積岩類・火山
岩類（Ⅵ層） 

＜陸域＞新第三紀中新世 堆積岩類（古平層上部：流紋岩凝灰角礫岩），
ハイアロクラスタイト（豊浜層：輝石安山岩ハイアロクラスタイト），
火山岩類（古平層上部：変質安山岩） 

 8 

○ 地質環境特性に関する留意事項 9 

地質環境特性を含む技術的観点からの検討においては，情報が少ないことなどから，適切ではな10 

い場所の回避やより好ましい場所の選択には至っていないことを確認したうえで，情報が少ないな11 

がらも「好ましい地質環境特性」から外れる傾向が推察され，留意すべきと考えられる事項をまと12 

めている（説明書「地質環境特性」の 7.1）。それを区域ごとに表A-7にまとめる。 13 

表 A-7 各区域の地質環境特性に関する留意事項と情報の有無 14 

地質環境特性についての情報の有無について細字で記載し，十分ではないものの情報があり概要調査に向けて15 

留意すべきと考えられる事項を太字で示している。括弧は影響が区域の一部に限られる場合のおおよその範囲16 

を示す。「地形から推定される動水勾配」は河川の上流端と河口位置の標高差を水平距離で除したものから推17 

定している。 18 

 海域 陸域 

北部 ＜海域北部＞ 

＜海域中央部＞ 

＜海域南部＞ 

・岩種およびその

分布以外の情報

なし 

 

中央部 

南部 

＜陸域＞ 

（閉じ込め機能） 

・地温，pHなどの情報あり（北西端） 

・深い場所での高い地温 

・地形から推定される比較的大きい動水勾配 

（建設可能性） 

・坑内作業環境の維持対策における深い場所での高い地温 

 19 

○ 土地の利用制限 20 

経済社会的観点からの検討においては，土地利用が「原則許可されない地域」として神恵内トド21 

マツ遺伝資源希少個体群保護林が確認され，このほかに制限があるものとして保安林の指定や自然22 

公園などを示している（4.2.3(3)）。  23 
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表 A-8 各区域の土地の利用制限の特徴 1 

各事項の後の括弧は区域の一部に限られる場合のおおよその範囲を示す。括弧がない場合は概ね区域全域であ2 

ることを示す。 3 

 海域 陸域 

北部 ＜海域北部＞  

中央部 ＜海域中央部＞ 

南部 ＜海域南部＞自然公園（沿岸） ＜陸域＞自然公園（沿岸），保安林 

 4 

  5 
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